
平成２９年４月教育委員会会議（定例会）会議録
１　日　時　　平成２９年４月２４日（月）午前10時30分～午前11時58分
２　場　所　　市役所６階　６０２会議室
３　出席者         内藤隆行教育長

［委　員］大岩幹夫教育長職務代理者、吉本理委員、中川奈緒美委員、
寺本彰委員、清水国明委員
　　　　 ［事務局］美甘寿規教育総務部長、田中和貴学校教育部長、師岡林教育総務部次長、岩間健一学校教育部次長兼学校教育課長、木村立彦文化財保護担当参事兼文化財保護課長、池田隆人保健給食担当参事兼保健給食課長、千葉裕之教育総務課長、深谷康博教育総務課主幹兼教育企画室長、森田幸夫教育施設課長、安田幸雄社会教育課長、海老沢康子スポーツ振興課長、根本靖スポーツ振興課主幹、倉富恵理子生涯学習推進センター所長、中村まさみ所沢図書館長、出居正之学校教育課教育指導担当主幹兼健やか輝き支援室長、米澤三八子教育センター所長、藤田恵子学校教育課指導主事、生野元学校教育課指導主事
　　　　　［書記］　青木穂高教育総務課主査、名雪晋祐教育総務課主任
４　前回会議録の承認
５　会議の傍聴者　　２名
６　開　会　　　　　本日の議案は、議案第１号から議案第５号までの５件。なお、議案第４号については、予算に関する審議のため、議案第５号は、調査研究の公正な遂行のため、所沢市情報公開条例第７条第５号及び第６号に基づき、非公開としたい旨の発議があり、出席委員全員が賛成し、非公開で審議されることに決定した。　　　　　　　　

７　議　題
●議案第１号　所沢市立小・中学校管理規則の一部を改正する規則制定について
資料に則り、岩間学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされた。

本議案は、「学校教育法の一部改正に伴う関係規則（平成２９年埼玉県教育委員会規則第５号）」が平成２９年３月３１日に施行されたことに伴い、所沢市立小・中学校管理規則第１４条に係る規定の整備を行おうとするものである。学校教育法の一部改正により、「事務職員は、事務に従事する」を「事務職員は、事務をつかさどる」に改めたことに伴い、所沢市立小・中学校管理規則第１４条で規定する事務職員の職務内容について「事務に従事する」を「事務をつかさどる」に改めるものである。

以下質疑。
（吉本委員）

　「従事する」と「つかさどる」には、どのような言葉の違いがありますか。
（岩間学校教育部次長）

「つかさどる」は、職務として取り扱う、担当する、管理する、というように俯瞰的な意味があります。それに対し「従事する」は、専らその仕事に携わることを意味します。

（内藤教育長）

　　今回の改正の背景をご説明願います。

（岩間学校教育部次長）

　　平成２７年１２月２１日の中央教育審議会答申の中で、チームとしての学校のあり方について答申がなされました。現行の事務職員の職務については、「従事する」と規定されていますが、学校の事務が複雑化・多様化していることに伴い、事務職員がより権限と責任を持って、学校の事務を処理することが期待されることから、職務規定等を見直し、専門性を活かして学校運営に関わる職員としての法令上の検討が必要ということで改正となりました。
（中川委員）
　　普段から学校の様子を見ていて、学校事務の仕事はとても大きなもので、学校の雰囲気を左右するくらいの重要な役職だと思いますので、今回の改正で職務の幅が広がることは好ましいことだと感じました。

（清水委員）

　　この改正により、責任も増すことになるのでしょうか。

（岩間学校教育部次長）

　　最終的な責任は校長が負うことになりますが、これまで校長・教頭が行っていた作業を、より事務職員が対応するということになります。

※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

●議案第２号　所沢市スポーツ推進委員の委嘱について
資料に則り、海老沢スポーツ振興課長から以下のとおり説明がなされた。

新所沢東地区、及び小手指地区において、スポーツ推進委員１名が欠員となっていたため、「所沢市スポーツ推進委員に関する規則」第３条に基づき、新たにスポーツ推進委員を委嘱してよろしいか諮るものである。なお、新所沢東地区に関しては、任期が平成２９年５月１日から３１年３月３１日までとなる。また、小手指地区に関しては、前任の委員が一身上の都合により１年の任期を残して解嘱となったため、規則に基づき、前任者の残任期間である平成３０年３月３１日までとなる。
スポーツ推進委員は、スポーツに関する深い関心と理解を持ち、熱意と能力を有する方たちを各地区からご推薦いただいたものである。今回、委員として委嘱をお願いする方達はいずれも、地域のスポーツ団体に所属して、活発にスポーツ活動を行い、スポーツの指導、推進に熱意のある方達である。

スポーツ推進委員の職務は、体力づくりなど各種スポーツ大会の開催・運営及びスポーツの実技指導、或いは地区でのスポーツ大会の開催・運営、学校や公民館等が行うスポーツ行事への協力などを行っていただいている。

以下質疑。
（中川委員）

　　他に欠員のある地区はありますか。
（海老沢スポーツ振興課長）

　　吾妻地区、松井地区、三ケ島地区、並木地区の４つです。
（内藤教育長）

　　適材適所でふさわしい方が見つかれば、補充するという考え方でよろしいですか。

（海老沢スポーツ振興課長）

　　そのとおりです。

※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第３号　所沢市就学支援委員会委員の委嘱について
資料に則り、岩間学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされた。

本委員会は、所沢在住の学齢児童生徒及び就学予定者で、知的障害、自閉症・情緒障害、身体障害、その他の障害のため、教育上特別な措置を必要とする者に対し、就学相談を申し込まれた幼児・児童生徒、及びその保護者との面談を実施している。また、保育園、幼稚園、小・中学校での観察等を通して、一人一人の教育的ニーズに応じた就学先、具体的には、通常の学級・特別支援学級・特別支援学校、及び通級指導教室のいずれの教育課程が合っているかを判断している。

所沢市就学支援委員会は、所沢市障害児就学支援委員会を前身として、平成
２６年４月１日の条例施行により、その位置づけが明確となった。委員の人数については、所沢市就学支援委員会条例に「委員７０人以内で組織する」と規定されており、それに基づき、条例定数上限の７０名を委嘱する予定である。これは、年々増加する相談件数に適切に対応するためである。委員は、条例に基づき、所沢医師会推薦の医師、児童福祉施設の職員、知識経験を有する者、所沢市立小・中学校の校長、及び教諭等から組織している。
以下質疑。
（清水委員）

相談件数が増加しているとのことですが、相談の割合はどのようになっていますか。
（岩間学校教育部次長）

通常学級が７１件、支援学級が１１２件、支援学校が３７件、取下げ等が５件で相談票の合計提出数は２２５件となっています。
（清水委員）

　　相談は、どのような内容が寄せられますか。

（田中学校教育部長）

　　「小学校に行ったときに、学力がついていけるかどうか」、「子どもに落ち着きがなく、障害を抱えている可能性があるのではないか」など、子どもの様子を日頃から観察する中でのことに対して、それぞれの就学支援委員の範疇で、程度や種類の判断をしていくことになります。
　　また、平成２７年度において、面談や観察を行った回数は５６２回となっています。
（清水委員）
　　相談に至るまでのハードルが低くて、多少のことでも相談できる環境があると良いと思います。相談件数自体は、増加傾向なのでしょうか。

（岩間学校教育部次長）

　　相談件数は、この３年間において、２３０件前後で推移しており、高いところでとどまっているという状況です。
（田中学校教育部長）

　　学校教育課では、就学前の児童がいる家庭に保護者向けの通知を出しています。具体的には、「成長がゆっくりで学校生活についていけるか心配になる」、「体の面で心配なことがある」、「言葉や数の理解など知的な発達の遅れが心配である」、「コミュニケーションがうまく取れない」、「こだわりが強く、気持ちの切り替えが難しい」、「周りの状況に合わせて、集団で行動することが苦手である」などのような内容で相談を受け付けますという通知となっています。

（寺本委員）

　　４号委員の配置についてですが、配置されていない学校において相談があった場合、カバーできる体制になっているのでしょうか。

（田中学校教育部長）

　　就学支援委員が集まる会議の中で、互いに観察しながら各学校の情報を得て、共有化を図っているので、カバーできていると考えています。
（寺本委員）

　　自分の学校に配置されている４号委員が誰なのか分かっていれば、相談が円滑に進むと思いますが、配置されていない場合、相談をしたい保護者にとって、やりにくい状況が起きないのかということが気になりました。
（田中学校教育部長）

　　確かに、ご指摘のとおり、顔の見える関係の中で相談を持ちかける方が円滑な部分もあると思いますが、各学校に教育相談部会や生徒指導委員会というものがありますので、その中で、子ども達の様子や保護者からの要望を吸い上げており、これまで支障は出ていないと捉えています。
（内藤教育長）
　　学校では、生徒指導委員会や就学相談委員会という教育上配慮を有する支援への検討を行う機関があります。また、特別支援教育コーディネーターが各校で指名されています。校内では、保護者や関係機関との連絡調整を行っており、就学支援委員会とも連携して取り組んでいるので、就学支援委員がいない学校だから、面接サービスが劣後するということはないと考えています。
（田中学校教育部長）

　　就学支援委員会の運営の概略を説明させていただくと、５月初めに就学支援委員の委嘱状を交付し、６月に就学支援委員が研修会を開きます。７月初めに幼保小の就学相談の申込が締め切られますので、それを元に７月下旬から８月にかけて、就学相談員が保護者との面談、及び子どもの観察を行います。教育臨床エリアにて、子どもの活動状況を見ながら、保護者が家庭で悩んでいることに対して、就学相談員が観察を行い、どの学級に進むことが適するのかをアドバイスしながら、保護者との合意形成を行っていきます。１１月から１２月にかけて調査部会及び判断部会が開かれ、それを受けて１２月から１月にかけて、保護者の意見を最大限尊重した上で、就学先が決定されます。その後、２月にまとめを行い、３月に就学相談の結果を教育長に報告するという流れになっています。
（吉本委員）

　　１号委員、２号委員のような教育委員会の管轄外の委員に相談が行く割合は、どれくらいになりますか。
（内藤教育長）

　　就学支援委員会は、ブロック別、障害の種類別にチームを組んでいます。チームの先生方が、学校や保護者の要望に応じて相談活動を行い、必要に応じて生涯学習推進センターにあるプレイルームで子どもの観察を行いながら、判断をしていきます。難しいケースに関しては、専門家を含めた特別支援チームを作って対応しています。最終的には、先ほど田中部長の説明にもあった判断部会において、医師など専門的な見地からの意見をいただくことになります。
（吉本委員）

１号委員についてですが、世の中の要望から考えると、精神科の医師など、もう少し医療に携わる委員がいても良いのかなという印象を受けます。
　　また、学校にいる専門家の方たちの判断だけではなく、就学支援委員に情報を提供して判断を仰げる形になっていると良いと思います。
（田中学校教育部長）

　　委員会の役割としては、医療的な判断をするというよりも、子どもに落ち着きがなかったり、言動に不自然さがあったりする場合に、委員会において、観察や相談を通す中で、医療機関を紹介したり、知能検査の打診をしたりすることが主な役割になります。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

《傍聴者２名退室　午前１１時４分》

●議案第４号　平成２９年度教育費予算(６月補正)について
資料に則り、安田社会教育課長から以下のとおり説明がなされた。

資料に則り、海老沢スポーツ振興課長から以下のとおり説明がなされた。

《削　除》
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

●議案第５号　平成３０年度使用小学校用教科用図書（特別の教科 道徳）採択に
係る、所沢市立小・中学校用教科用図書選定委員及び教科用図書調
査研究専門員の任命について
資料に則り、岩間学校教育部次長兼学校教育課長から以下のとおり説明がなされた。　　
《削　除》
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

《傍聴者２名入室　午前１１時３４分》

８　協議事項　なし
９　報告事項

○所沢市教育委員会後援等名義使用許可について（教育総務課）

○所沢市教育委員会の４月から７月までの主な行事予定について(教育総務課)
○「所沢市議会一般質問答弁要旨 平成２９年第１回（３月）定例会」について(教育総務課)

資料に則り、千葉教育総務課長から以下のとおり説明がなされた。

教育委員会関連の議案としては、「所沢市教育振興基本計画条例制定について」が、全会一致で可決された。また、平成２８年度一般会計補正予算については、原案に対し、市の義務的支払いに係る予算を削除した修正案が賛成多数により可決されたが、地方自治法第１７７条に基づく再議を経て、法により当該義務的経費に係る支払いを執行することとなった。なお、教育委員会関連の補正予算については影響のないものである。また、平成２９年度所沢市一般会計予算については、賛成多数により可決されたが、中央中学校の校舎内装木質化事業について、予算特別委員会で附帯決議がなされた。詳細については、教育施設課より報告する。
　 ○公民館長の任命について（教育総務課）

○平成２９年度教育費予算の概要について（教育総務課）
○中央中学校の校舎内装木質化事業に対する附帯決議及びその対応について（教育施設課）
資料に則り、森田教育施設課長から以下のとおり説明がなされた。
校舎内装木質化事業は、中央中学校において平成２９年、及び３０年の２ヶ年で行うものである。当市においても、平成２２年に国が制定した「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」に基づいて方針を定め、安らぎと温もりのある健康的で快適な公共空間の提供、循環型社会の構築、地球温暖化防止、林業・木材産業の振興等の目的を達成するため、市有施設等での県産木材を利用した木造化・木質化等を推進することとなった。また、本事業は、第５次所沢市総合計画後期基本計画、マチごとエコタウン所沢構想や市長公約にも掲げ、推進していく事業と位置づけられている。
文部科学省発行の「こうやって作る木の学校」には、子どもたちのストレス緩和やインフルエンザなどの空中浮遊菌の繁殖抑制の効果が期待されるなどが報告されている。教育委員会としては、こうした点を踏まえ、教育環境の向上に向けて、まずは中央中学校において実施することとなった。
今年度は中央中学校普通教室棟の３、４階で工事を実施する。工事は、埼玉県産の木材を活用し、教室、廊下、階段の壁と廊下の床を木質化する改修となっている。この予算については、平成２９年第１回市議会定例会の予算特別委員会にて多くの質問があり、審議された結果、委員会の付帯決議が付されたが、可決成立し事業を進めることとなった。
付帯決議の内容は、次の４点である。
１．今後事業実施に当たり、国の補助金が得られるように、もう一度最大限努力すること。
２．当該、施工予定実施校が防音校舎であることを鑑み、将来の復温除湿工事との関係を説明し、工事前に当該中学校の保護者の意向調査を実施すること。
３．事業実施時期に関し、市民の立場から他の予算との優先順位を今後十分
配慮すること。
４．木質化の事業化にかかわらず、小中学校の普通教室にエアコン設置を検
討すること。
　  　 なお、１番目の国の補助については、引き続き、把握に努めていく所存で　　　　

　　 ある。２番目の内容については、すでに『木の学校づくり「校舎内装木質化工事」について』（別紙）という通知を中央中学校全生徒の保護者宛に配布し、意見を求めている。３番目の事業実施時期については、子どもたちの学校教育環境のために、今後、他の事業とのバランスを考えて取り組んでいく。４番目については、防衛省が定める航空機騒音の著しい第一種区域内に所在する学校（宮前小、狭山ケ丘中、北中小）の防音校舎において、エアコン設置を進めており、その他の学校については、財政状況や他の事業との優先度を勘案し、慎重に検討していく。　
校舎内装木質化工事は、安全かつ迅速に進めていく。また、工事終了後は、工事前後の湿度などの比較や、生徒、教職員からアンケートによる意見を収集するなどにより、事業の有効性を検証し、今後の事業展開の参考にしていきたいと考えている。
○所沢ゆかりの作家・著者一覧の改訂について（所沢図書館）
○第１７回所沢図書館まつり報告書（所沢図書館）

○平成２９年度当初の市立幼稚園園児及び、小・中学校の児童・生徒数について（学校教育課）

○平成２８年度教職員人事評価結果について（学校教育課）

１０　その他

・教育委員会会議５月定例会：５月２４日（水）午後５時２０分　　　　　　　　　　　　　

所沢市役所６階　６０２会議室　 
・教育委員会会議６月定例会：市議会第２回(６月)定例会の開催日程と調整中

１１　閉　会　午前１１時５８分

